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第３章 公認会計士試験の実施 
 

１．概説 

 

（１）試験制度の概要 

公認会計士試験は、公認会計士になろうとする者に必要な学識及びその

応用能力を有するかどうかを判定することを目的として、短答式及び論文

式による筆記の方法で行う（法第 5条）ものであり、審査会が、毎年 1回

以上行うこととされている（法第 13 条第 1・2項）。 

現行の試験制度は、平成 15 年の法改正において、試験の質を確保しつつ

社会人を含めた多様な人材が受験しやすくすることを主な目的として大

幅な見直しが行われ、平成 18 年試験から実施されている。 

 

平成 15 年法改正による主な見直しの内容 

①試験体系の簡素化 

②試験科目の見直し 

③一定の要件を満たす実務経験者、会計専門職大学院修了者などに対する試験科目の

一部免除の拡大 

④短答式試験の合格者に対する合格発表の日から 2 年間における短答式試験の免除制

度の導入 

⑤論文式試験の試験科目のうち一部の科目について相当と認められる成績を得た者に

対する論文式試験の合格発表の日から 2年間における当該科目の免除制度の導入 

 

公認会計士試験の実施に関する事務は審査会が行っているが、試験監督

等は各財務局長等に委任している（法第 49 条の 4 第 5 項、同法施行令第

36 条）。 

試験問題の作成及び採点のために、審査会に試験委員が置かれている。

試験委員は試験の執行（実施年）ごとに、審査会の推薦に基づき、内閣総

理大臣が任命する（法第 38 条第 1・2項）。  

 

（２）現行試験の概要 

公認会計士試験は、短答式（択一式）及び論文式による筆記の方法によ

り、全国の財務局等管内の試験場で行う。なお、受験資格の制限は設けら

れていない（P97 資料３－１参照）。 

 

ア 短答式試験 

・ 実施回数・時期 

  年 2 回（例年、12 月上中旬、5月下旬） 

・ 試験科目 
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必須 4科目：財務会計論、管理会計論、監査論、企業法 

・ 合格基準 

      総点数の 70％を基準として、審査会が相当と認めた得点比率を合格

基準としている。ただし、1科目につき、その満点の 40％の得点を満

たさず、かつ、原則として答案提出者の下位から遡って 33％の人数に

当たる者と同一の得点に満たない者は、不合格となることがある（注）。 

      （注）令和 2 年試験までは、総点数が合格基準に達していたとしても、1 科目につ

き、その満点の 40％に満たないもののある者は、不合格となることがあるとし

ていた。 

 

    ≪過去の合格基準≫ 

H29 年 H30 年 R 元年 R2 年 R3 年 R4 年 

第Ⅰ回 第Ⅱ回 第Ⅰ回 第Ⅱ回 第Ⅰ回 第Ⅱ回 第Ⅰ回 第Ⅱ回 ― 第Ⅰ回 

71％ 64％ 70％ 64％ 63％ 63％ 57％ 64％ 62％ 68％ 

（注）平成 29 年第Ⅰ回、30 年第Ⅰ回及び第Ⅱ回、令和元年第Ⅰ回、2 年第Ⅱ回は、1

科目につき満点の 40％未満のもののある者は不合格。令和 3年、4年第Ⅰ回は、1

科目につき、その満点の 40％の得点を満たさず、かつ、答案提出者の下位から遡

って 33％の人数に当たる者と同一の得点に満たない者は不合格。 

 

・ 短答式試験科目の全部又は一部免除 

大学等において 3年以上商学若しくは法律学に属する科目の教授等

であった者又は博士の学位取得者、司法試験合格者は、申請により、

短答式試験の免除を受けることができる。また、短答式試験合格者は、

申請により、当該短答式による試験に係る合格発表の日から起算して

2 年を経過する日までに行われる短答式試験の免除を受けることがで

きる。 

さらに、税理士資格取得者、会計専門職大学院修了者等については、

申請により、試験科目の一部の免除を受けることができる。 

 

≪令和 3年度の免除件数≫          

全科目 

免除 

商学若しくは法律学に係る大学教授等又は博士の学位取得者 13 件 

司法試験合格者 87 件 

短答式試験合格者（平成 31 年又は令和 2 年試験のみ） 1,647 件 

一部科目 

免除 

税理士資格取得者等 69 件 

会計専門職大学院修了者 152 件 

会計又は監査に関する実務経験者 20 件 
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イ 論文式試験 

・ 実施回数・時期 

  年 1 回（例年、8月中下旬） 

   ・ 試験科目 

必須 4科目：会計学、監査論、企業法、租税法 

選択科目：経営学、経済学、民法、統計学のうち 1科目 

・ 合格基準 

52％の得点比率を基準として、審査会が相当と認めた得点比率を合

格基準としている。ただし、1科目につき、その得点比率が 40％に満

たないもののある者は、不合格となることがある。 

なお、論文式試験は、1人の答案を複数の試験委員が採点しており、

試験委員間及び試験科目間の採点格差は、標準偏差により調整してい

る。 

 

≪過去の合格得点比率≫ 

H29 年 H30 年 R 元年 R2 年 R3 年 

52.0％ 52.0％ 52.0％ 51.8％ 51.5％ 

（注）1科目につき得点比率が 40％未満のもののある者は不合格。 

≪合格者等の推移≫ 

 H29 年 H30 年 R 元年 R2 年 R3 年 

願書提出者 11,032 人 11,742 人 12,532 人 13,231 人 14,192 人 

論文式合格者 1,231 人 1,305 人 1,337 人 1,335 人 1,360 人 

最終合格率 11.2％ 11.1％ 10.7％ 10.1％ 9.6％ 

（注）願書提出者数は、第Ⅰ回、第Ⅱ回のいずれにも願書を提出した受験者を名寄

せして集計したもの。 

 

・ 論文式試験科目の一部免除 

大学等において 3年以上商学、法律学若しくは経済学に属する科目

の教授等であった者又は博士の学位取得者、司法試験合格者、税理士

資格取得者等については、申請により試験科目の一部の免除を受ける

ことができる。 

また、論文式試験のうちの一部の科目について、審査会が相当と認

める成績を得た者は、申請により、当該論文式試験に係る合格発表の

日から起算して 2年を経過する日までに行われる論文式試験の当該科

目の免除を受けることができる（注）。 

 

（注）試験科目のうち一部の科目について、同一の回の論文式試験合格者の平均得

点比率を基準として、審査会が相当と認めた得点比率以上を得た者を論文式試

験一部科目免除資格取得者としている。 
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≪令和 3年度の免除件数≫        
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

（３）受験願書等のインターネット受付 

受験者等の利便性向上のため、公認会計士試験の受験願書の提出等の手

続について、平成 29 年第Ⅰ回短答式試験からインターネット受付サービス

を導入している。 

令和 3年以降試験の願書受付件数に占めるインターネット受付件数の割

合は 8割を超えている。 

 

≪インターネット受付サービスの利用状況≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

２．公認会計士試験の実施状況 

 

（１）試験実施における新型コロナウイルス感染症対策 

   試験の実施に当たり、新型コロナウイルス感染症対策として、体調不良

の受験者（発熱のある者を含む。）に対して受験を控えるよう要請を行うと

ともに、試験場入場前の検温の実施、試験場におけるマスクの着用、密の

回避の徹底及び試験室の換気等を講じた（P98 資料３－２）。 

 

商学、法律学若しくは経済学に係る大学教授等又は博士の学位取得者 14 件 

司法試験合格者 87 件 

不動産鑑定士試験合格者 4 件 

税理士資格取得者 11 件 

論文式試験一部科目免除資格取得者（令和元年又は令和 2年試験のみ） 579 件 

 願書受付件数（a） うち、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ受付件数（b） 利用率（b/a） 

H29 年 
第Ⅰ回 7,818 件 3,470 件 44.4％ 

第Ⅱ回 8,214 件 3,700 件 45.0％ 

H30 年 
第Ⅰ回 8,373 件 5,157 件 61.6％ 

第Ⅱ回 8,793 件 5,313 件 60.4％ 

R 元年 
第Ⅰ回 8,515 件 6,280 件 73.8％ 

第Ⅱ回 9,531 件 6,787 件 71.2％ 

R2 年 
第Ⅰ回 9,393 件 7,313 件 77.9％ 

第Ⅱ回 10,191 件 7,707 件 75.6％ 

R3 年 － 14,192 件 11,868 件 83.6％ 

R4 年 
第Ⅰ回 12,719 件 11,347 件 89.2％ 

第Ⅱ回 14,958 件 13,462 件 90.0％ 
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（２）令和 3年公認会計士試験 

   令和 3年公認会計士試験の実施スケジュールは、以下のとおりである。 

 

≪令和 3年公認会計士試験実施スケジュール≫ 

区 分 
願書受付 
開  始 

願書受付 
締  切 

試験期日 合格者発表 

短 答 式 
令和 3年 

2 月 5日 

令和 3年 

2 月 25 日 
令和 3年 5月 23 日 令和 3年 6月 18 日 

論 文 式 ― 
令和 3年 8月 20 日 

～22 日 
令和 3年 11 月 19 日 

  

   令和 2 年公認会計士試験の日程を変更（第Ⅱ回短答式試験を 5 月から 8

月に、論文式試験を 8月から 11 月に変更）したことに伴い、従来年 2回実

施している短答式試験を、令和 3年 5月に一本化して実施した。 

 

≪試験結果の概要≫

※試験実施日の変更により、事前に受験を見送った者 73 人を除いた人数 

 

 ア 願書提出者   

  令和3年公認会計士試験の願書提出者は、14,192人となっており、前

年の 13,231 人に比べ 961 人（7.3％）増加した。   

区   分 令和 3 年試験 （参考）令和 2 年試験 

願書提出者(a) 14,192 人 13,231 人 

短答式試験受験者 12,260 人 11,598 人 

短答式試験合格者(b) 2,060 人 1,861 人 

短答式試験免除者(c) 1,932 人 1,931 人 

論文式試験受験者(b+c) 3,992 人 3,719 人※ 

最終合格者数(d) 1,360 人 1,335 人 

合格率(d/a) 9.6％ 10.1％ 
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 イ 短答式試験合格者 

・短答式試験受験者  

12,260 人 

・短答式試験合格者   

2,060 人   

（P100 資料３－３参照） 

 

 ウ 論文式試験合格者（最終合格者） 

・論文式試験受験者   3,992 人 

うち令和３年の短答式試験合格者 2,060 人 

短答式免除者 1,932 人 

・最終合格者 1,360 人 

（合格率 9.6％（最終合格者数/願書提出者数）） 

（論文式試験合格率 34.1％（最終合格者数/論文式受験者数）） 

（P101 資料３－４参照） 

 

合格者を年齢別にみると、25 歳未満が全体の 65.1％を占め、平均年
齢は 24.5 歳であった（最高年齢は 60 歳、最低年齢は 19 歳）。 
 また、合格者を職業別にみると、「学生」・「専修学校・各種学校受講
生」が 924 人（構成比 67.9％）、「会社員」が 111 人（構成比 8.2％）で
あった。 
 女性の合格者は 297 人（構成比 21.8％）となっている。 

   なお、論文式試験一部科目免除資格取得者（注）は 527 人（属人ベース）

となった。 

 

（注）論文式試験の一部科目免除資格の付与として審査会が相当と認めた得点比率は

56.0％。 
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（３）令和 4年公認会計士試験 

令和 4年公認会計士試験の実施スケジュールは以下のとおりである。 

 

≪令和 4年公認会計士試験実施スケジュール≫ 

区 分 
願書受付 
開  始 

願書受付 
締  切 

試験期日 合格者発表 

第 Ⅰ 回 

短 答 式 

令和 3年 

8 月 27 日 

(ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ出願) 

令和 3年 9月 16日 
令和 3年 12 月 12 日 令和 4年 1月 21 日 

(書面による出願) 

令和 3年 9月 10日 

第 Ⅱ 回 

短 答 式 

令和 4年 

2 月 1日 

(ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ出願) 

令和 4年 2月 24日 
令和 4年 5月 29 日 令和 4年 6月 24 日 

(書面による出願) 

令和 4年 2月 18日 

論 文 式 ― 
令和 4年 8月 19 日 

～21 日 
令和 4年 11 月 18 日 

 

令和 4年公認会計士試験の実施に当たっても、令和 2年及び 3年公認会

計士試験と同様に新型コロナウイルス感染症対策を講じる予定である。 

＜令和 4年第Ⅰ回短答式試験（令和 3年 12 月 12 日実施）結果の概要＞ 

・願書提出者 12,719 人 

・答案提出者 9,949 人 

・合格者 1,199 人 

（P109 資料３－５参照） 

＜令和 4年第Ⅱ回短答式試験の出願状況＞ 

・願書提出者 14,958 人 

 

３．公認会計士試験に係る情報発信等 

 

令和 3事務年度金融行政方針において、「大学生、高校生向けの講演をはじ

め、公認会計士試験受験者の裾野拡大のための広報活動等を日本公認会計士

協会と適宜連携して実施する。」となっていることを踏まえて、審査会では、

主に大学生等若年層に向けた広報活動に努めている。 

具体的には、会長・常勤委員等が、全国の大学等において、公認会計士の

社会的役割や活躍領域の拡大、会計監査の意義等をテーマとした講演を行っ

ている。令和 3年度においては、新型コロナウイルス感染症の影響により従

来の対面形式での講演が制限される中、オンライン形式も併用することによ
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り、大学 15 校で講演を実施した（P110 資料３－６参照）。また、情報発信を

充実させる観点から、公認会計士の業務や当年度の試験の実施概要等を掲載

した試験パンフレットを毎年作成しており、上記講演等において配布したほ

か、審査会ウェブサイトに掲載した。 

なお、試験の透明性や信頼性の確保を図る観点から、試験問題に加えて受

験者数、合格者数、得点階層分布等、試験結果の詳細について情報提供を引

き続き行っている（P101 資料３－４、P109 資料３－５参照）。 

 

４．今後の課題 

 

  公認会計士試験を運営・実施していく上での基本的課題は、試験を公平か

つ円滑に実施するとともに、我が国経済の将来を担う前途有為な若者をはじ

め多様な人々が公認会計士試験に挑戦することを促していくことである。 

試験実施に当たっては、試験問題の作成・採点や全国各地の試験会場の適

切な運営など一連の試験業務に万全な態勢で取り組んでいく必要がある。 

また、公認会計士試験における透明性・信頼性を確保するため、試験の合

格判定基準・配点の公表や受験者への成績通知等、積極的な情報提供を引き

続き行っていく必要がある。 

昨今の状況を踏まえた具体的な課題への取組は、以下のとおりである。 

 

（１）自然災害を踏まえた試験運営 

近年の自然災害の多発化・激甚化を踏まえ、これらの影響により、当日

の試験実施が困難となる場合を想定した検討・準備を行った。 

 

（２）受験願書等に係るインターネット受付の利便性向上 

受験者の利便性向上に向け、令和 7年第Ⅰ回短答式試験から、インター

ネット受付サービスにおける各種書面手続きのオンライン化の拡充等を実

施する予定である。 

 

（３）公認会計士試験受験者増への取組 

願書提出者の増加傾向を持続するため、資本市場における会計・監査の

重要性、公認会計士の使命、さらには、監査業務以外の活躍フィールドの

拡大といった公認会計士の魅力等について、全国の大学・高等学校等にお

ける講演活動等を積極的に行うなど、公認会計士試験受験者の裾野拡大に

向けての広報活動の充実に、引き続き取り組んでいく必要がある。 
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